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（３）主体別にみた排出割合

○ 我が国の温室効果ガスの排出量のうち二酸化炭素について、排出主体別に「家庭」と

「 」 、 、 。企業・公共部門 とに分けてみると 家庭が約20％ 企業・公共部門が約80％である

（図13参照）

（図13：2003年度二酸化炭素排出量(速報値)（排出主体別 ））

○ 我が国の二酸化炭素排出量の推移を主体別に見た場合、20％を占める「家庭」の2003

、 、 「 」年度排出量は 基準年の排出量を約33％増加しており 80％を占める 企業・公共部門

は、基準年の排出量を約８％増加している。増加量で見ると 「家庭」は約6,400万t-CO、

、「 」 、 。（ ）2 企業・公共部門 は約6,900万t-CO2となっており 概ね同程度である 図14参照
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（図14：2003年度二酸化炭素排出量（速報値 （企業・公共部門関連、家庭関連別 ）） ）

排出量に影響を及ぼす各種要因の分析（エネルギー起源二酸化炭素の例）（ ）４

（活動量）

○ 1990年から現在までの二酸化炭素排出量の増減には、経済成長の動向、各種産業の生

産量の変化、交通需要の増減、業務床面積の拡大、人口・世帯数の拡大、生活水準の向

上など、多くの要因が関係している。

○ 産業活動の動向と経済成長には密接な関係があるが、業態によってエネルギーの消費

動向は大きく異なる。一般的に素材産業はサービス産業よりもエネルギー多消費型であ

り、素材産業を含む製造業からサービス業への長期的な構造変化が起きている我が国に

おいては、エネルギー消費量の長期的な伸び率が低下していくという傾向を示すものと

考えられる。

（活動量当たりのエネルギー消費量）

○ また、エネルギーの需要側における対策である生産の現場における生産効率改善や、

自動車や家電製品などエネルギー消費機器の効率改善等は、エネルギー消費量の削減に

寄与している。
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（エネルギー消費量当たりの二酸化炭素排出量）

○ 一方、同じエネルギー消費量でも、用いるエネルギー源によって二酸化炭素排出量は

異なる。例えば電力については、消費量当たりの二酸化炭素排出量（二酸化炭素排出原

単位）が電源構成により変化する。1990年以降、電力需要の増加とともに、エネルギー

供給側において、原子力発電所や石炭、LNG火力発電所が増設されたこと等により、電

力消費に伴う二酸化炭素排出原単位は年々変化している。また、大綱では、電力の消費

に伴い排出される二酸化炭素を各需要部門に配分して評価することとしているため、電

源構成が変化し、二酸化炭素排出原単位が変化すれば、それに伴って、需要部門の排出

量にも大きな影響が生まれる構造となっている。

（エネルギー起源二酸化炭素の排出量の要因）

○ これらの要因を考慮すると、エネルギー起源二酸化炭素の排出量の増減については、

①活動量、②活動量当たりのエネルギー消費量（エネルギー消費原単位 、③エネルギ）

ー消費量当たりの二酸化炭素排出量（二酸化炭素排出原単位）といった形で、要素ごと

に区分した詳細な分析を行うことが、対策の検討に当たって必要とされる。




